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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入力信号を増幅する差動増幅器と、
　前記差動増幅器の出力信号を前記差動増幅器の入力に帰還するバッファ回路と、
　前記バッファ回路に設けられた第１の電流源回路と、
　出力が前記第１の電流源回路の制御端子に入力される温度特性変換回路と
を具備して成り、
　前記第１の電流源回路の電流値が前記温度特性変換回路により温度に比例して増大する
ように制御され、
　前記温度変換回路に温度に対して一定の温度特性を持つ電圧を出力する基準電圧源回路
の出力電圧が入力され、
　前記バッファ回路はエミッタフォロア回路であり、
　前記第１の電流源回路は前記エミッタフォロワ回路のエミッタ側に設けられたバイアス
電流源であり、
　前記差動増幅器はＬＣ共振回路を負荷とする
ことを特徴とする周波数発生回路。
【請求項２】
　請求項１に記載の周波数発生回路において、
　前記温度特性変換回路は、
　第１及び第２のＰＮＰトランジスタと第１及び第２のＮＰＮトランジスタと、第１、第
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２および第３の抵抗とを具備し、
　前記第１のＰＮＰトランジスタのコレクタとベースとが接続され、エミッタは第１の電
源電圧に接続され、
　前記第１のＮＰＮトランジスタのコレクタは前記第１のＰＮＰトランジスタのコレクタ
に接続され、エミッタは前記第１の抵抗を介して第２の電源電圧に接続され、
　前記第２のＰＮＰトランジスタのエミッタは前記第１の電源電圧に接続され、ゲートは
前記第１のＰＮＰトランジスタのゲートに接続され、コレクタは前記第２の抵抗を介して
前記第２の電源電圧に接続され、
　前記第２のＮＰＮトランジスタのコレクタは前記第１の電源電圧に接続され、ベースは
前記第２のＰＮＰトランジスタのコレクタに接続され、エミッタは出力端子に接続される
と共に前記第３の抵抗を介して前記第２の電源電圧に接続されて成り、
　前記第１のＮＰＮトランジスタのベースが入力端子となり、前記入力端子に温度に対し
て一定の温度特性を持つ電圧を出力する基準電圧源回路の出力電圧が入力され、前記出力
端子が前記第１の電流源回路の制御端子に接続される
ことを特徴とする周波数発生回路。
【請求項３】
　請求項１に記載の周波数発生回路において、
　前記温度特性変換回路が、
　バイポーラトランジスタのベースを入力としコレクタを出力とする第１のコレクタ出力
段と、
　バイポーラトランジスタのベースを入力としコレクタを出力とする第２のコレクタ出力
段と、
　前記第１のコレクタ出力段と前記第２のコレクタ出力段との間に、バイポーラトランジ
スタとそのエミッタに接続されたバイアス電流源を含んでなり前記バイポーラトランジス
タのベースを入力としエミッタを出力とする回路がＮ段（Ｎは整数）直列に接続されて成
る第１のエミッタ出力段と、
　前記第２のコレクタ出力段の後段に、バイポーラトランジスタとそのエミッタに接続さ
れたバイアス電流源を含んで成りバイポーラトランジスタのベースを入力としエミッタを
出力とする回路がＭ段（Ｍは整数）直列に接続されて成る第２のエミッタ出力段と
を含んで構成され、
　前記第１のコレクタ出力段の初段のバイポーラトランジスタのベースに温度に対して一
定の温度特性を持つ電圧を出力する基準電圧源回路の出力電圧が入力され、
　前記温度特性変換回路の出力電圧が所定の温度特性を持つように、前記第１および第２
のエミッタ出力段の段数ＮおよびＭが設定されて成り、
　前記第２のエミッタ出力段の最終段のエミッタ出力が前記第１の電流源回路の制御端子
に接続される
ことを特徴とする周波数発生回路。
【請求項４】
　請求項３に記載の周波数発生回路において、
　前記温度特性変換回路の出力電圧が所定の温度特性を持つように、前記第１のエミッタ
出力段のバイアス電流密度と、前記第２のエミッタ出力段のバイアス電流密度とが設定さ
れて成る
ことを特徴とする周波数発生回路。
【請求項５】
　請求項３に記載の周波数発生回路において、
　前記第１のエミッタ出力段の段数Ｎが２であり、
　前記第２のエミッタ出力段の段数Ｍが３である
ことを特徴とする周波数発生回路。
【請求項６】
　請求項３に記載の周波数発生回路において、
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　前記第１のエミッタ出力段の段数Ｎが３であり、
　前記第２のエミッタ出力段の段数Ｍが３であり、
　前記第２のコレクタ出力段のトランジスタのコレクタに更にダイオードが接続され、前
記ダイオードのカソードが次段のエミッタ出力段のトランジスタのベースに接続される
ことを特徴とする周波数発生回路。
【請求項７】
　請求項１に記載の周波数発生回路において、
　前記基準電圧源回路はバンドギャップリファレンス回路である
ことを特徴とする周波数発生回路。
【請求項８】
　複数の並列データ信号とクロックが入力され、並列データ信号を直列データ信号へと多
重化するマルチプレクサと、
　前記直列データ信号を増幅するドライバと、
　光信号を発生させるレーザ発振器と、
　前記光信号を前記ドライバ出力の変調信号にしたがって変調した光変調信号を出力する
変調器と、
　前記光変調信号を伝達する光ファイバと、
　前記光ファイバを介して受信した前記光変調信号を電流信号に変換するフォトディテク
タと、
　前記電流信号を電圧信号に変換する増幅器と、
　直列データ信号を並列データ信号へと分離化するデマルチプレクサと
を具備してなる光通信システムであって、
　前記マルチプレクサは、入力データ信号の多重化を行うマルチプレクサコアと、クロッ
ク制御回路と、マルチプレクサの基準クロックを提供する周波数発生回路とを含んで構成
され、
　前記デマルチプレクサは、入力データ信号の分離化を行うデマルチプレクサコアと、ク
ロック抽出回路と、デマルチプレクサコアの基準クロックを提供する周波数発生回路とを
含んで構成され、
　前記マルチプレクサ内部の周波数発生回路、または前記デマルチプレクサ内部の周波数
発生回路の少なくとも一方が、請求項１に記載の周波数発生回路を含んでなる
ことを特徴とする光通信システム。
【請求項９】
　無線信号を受信するアンテナと、
　前記アンテナの出力を増幅する初段低雑音増幅回路と、
　ベースバンド回路によって制御され、π／２［ラジアン／秒］位相が異なる二つの信号
を発生させる周波数発生回路と、
　前記初段低雑音増幅回路と前記周波数発生回路の第１の位相の出力とを周波数混合する
第１のミキサと、
　前記第１のミキサの出力を周波数帯域を限定して選択する第１のバンドパスフィルタと
、
　前記第１のバンドパスフィルタの出力を増幅する第１のＩＦ増幅回路と、
　前記初段低雑音増幅回路と前記周波数発生回路の第２の位相の出力とを周波数混合する
第２のミキサと、
　前記第２のミキサの出力を周波数帯域を限定して選択する第２のバンドパスフィルタと
、
　前記第２のバンドパスフィルタの出力を増幅する第１のＩＦ増幅回路と、
　前記第１および前記第２のＩＦ増幅回路の出力を入力信号として復調し、変調信号を取
り出してベースバンド回路に与える復調回路と
を具備してなる無線通信システムであって、
　前記周波数発生回路が、請求項１に記載の周波数発生回路を含んでなる
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ことを特徴とする無線通信システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は周波数発生回路及びそれを用いた通信システムに係り、特に周波数発生回路の
発振周波数の温度補償に関する。
【背景技術】
【０００２】
　図１は従来のＬＣ共振器を用いた、差動ＬＣ共振型電圧制御周波数発生器の一例を示す
回路図である。差動ＬＣ共振型電圧制御周波数発生器は、ＬＣ共振器１０を負荷とする差
動増幅器３０と差動増幅器の出力信号を入力に帰還するトランジスタＱ３，Ｑ５からなる
帰還用のバッファ回路２１，２２から構成される。バッファ回路は増幅器の差動対を形成
するトランジスタＱ１１，Ｑ１２の、一方のトランジスタのコレクタ出力を入力とし、出
力を他方のトランジスタのベースに入力する。通常、この種の帰還用のバッファ回路は、
信号を減衰させることなく帰還することが望まれる。そのため、一般に容量、エミッタフ
ォロワ、ソースフォロワ等の回路構成が採用される。
【０００３】
　差動ＬＣ共振型電圧制御周波数発生器の発振周波数は、ＬＣ共振器１０を構成するイン
ダクタＬ１，Ｌ２のインダクタンスＬ、ダイオードＣ１，Ｃ２の容量ＣＶおよび配線寄生
容量ＣＰを用いて、次式（１）で表される。
【０００４】

【数１】

【０００５】
　周波数制御は周波数制御端子ＶＣＯＮＴに印加される電圧によって、可変容量であるダ
イオードＣ１，Ｃ２の容量値ＣＶを制御することにより行う。バッファ回路２１，２２を
容量結合で構成した場合、容量帰還に用いる容量を集積回路中で形成するためには金属配
線間の容量や、多結晶シリコン層間、又は多結晶シリコンと金属配線間の容量を用いるこ
とが一般的である。
【０００６】
　また図１に示すようにエミッタフォロワを帰還用のバッファ回路として用いると、容量
帰還の場合に信号帰還用の容量に寄生する配線寄生容量を削減できる。したがって、発振
周波数が高くなっても広い周波数可変範囲を得ることができる。そのため、発振周波数を
高くするに従い、エミッタフォロワを帰還回路として用いることが有効である。さらに、
エミッタフォロワは出力インピーダンスが小さいため、差動増幅器３０を構成するトラン
ジスタＱ１１とＱ１２を容易に駆動でき、発振器が高い周波数で発振できるようになる。
【０００７】
　なお、図１に示すような構成は、例えば、特開２００１－１５６５４５号公報に開示さ
れている。
【０００８】
【特許文献１】特開２００１－１５６５４５号公報（図３）
【非特許文献１】シマ　ディミトリジェブ(Sima Dimitrijev)著、「アンダースタンディ
ング・セミコンダクタ・デバイシズ（Understanding Semiconductor Devices）」、オク
スフォード・ユニバーシティ・プレス（Oxford University Press）２０００年、ｐ．１
６８－１７０
【非特許文献２】アレン　アンド　ホルバーグ（Allen and Holberg）著、「ＣＭＯＳア
ナログサーキットデザイン（CMOS Analog Circuit Design）」、オクスフォード・ユニバ
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ーシティ・プレス（Oxford University Press）１９８７年、ｐ．１２４－１２７
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　前述した帰還用のバッファ回路を容量結合で構成した容量帰還の場合は、容量として用
いる金属配線や多結晶シリコン層は、基板との間に寄生容量を形成するため、配線寄生容
量が増大する。したがって、ＬＣの積を小さくする必要がある数ギガヘルツ以上の周波数
を発生する電圧制御周波数発生器では、配線寄生容量が増大するために、バッファ回路の
可変容量Ｃ１，Ｃ２を減少させる必要があり、そのため周波数可変範囲が狭くなるという
問題がある。
【００１０】
　また、エミッタフォロワを帰還用のバッファ回路として用いる場合には、容量帰還と比
較し、周波数可変範囲を拡大できるが、温度変動による発振周波数の変動が問題になる。
この種の回路の帰還回路に、図１９に示すようなダイオード接続したトランジスタＱ５５
、Ｑ６６からなる電圧安定化回路を付加して、直流的に温度依存性をキャンセルできるが
、交流的な遅延を補正することはできない、すなわち、エミッタフォロワ帰還では、発振
ループ内にエミッタフォロワを含むため、エミッタフォロワ回路の入力から出力までの電
圧信号の遅延時間ｔpdを考慮する必要があるからである。このとき発振周波数ｆＯＳＣは
、次式（２）で決定される。
【００１１】
【数２】

【００１２】
　遅延時間ｔpdは、エミッタフォロワの出力抵抗と負荷容量の積で決定される。エミッタ
フォロワの出力抵抗は１／ｇｍで表される。ここで、ｇｍは図１に示すバッファ回路２１
，２２を構成するエミッタフォロワのトランジスタＱ３，Ｑ５のトランスコンダクタンス
であり、次式（３）で表される。
【００１３】

【数３】

【００１４】
　ここで、ｑ、ＩＥＦ、ｋＢ、Ｔはそれぞれ、電子の電荷、エミッタフォロワのコレクタ
電流（すなわち、バイアス電流）、ボルツマン定数、温度である。したがってｔpdは、負
荷容量をＣＬとすると、次式（４）となる。
【００１５】
【数４】

【００１６】
　式（４）より、遅延時間ｔpdは温度Ｔに比例するため、温度の変動と共に、式（２）に
従って発振周波数ｆＯＳＣが変化する。
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【００１７】
　以上のように、エミッタフォロワをバッファ回路２１，２２として用いた場合には、周
波数可変範囲を拡大できるものの、温度変動により発振周波数が変化するという問題があ
った。
【００１８】
　そこで、本発明の目的は、エミッタフォロワを帰還用のバッファ回路として用いた場合
に、温度変動の影響を受けない高安定な発振周波数が得られる周波数発生回路及びそれを
用いた通信システムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１９】
　本発明に係る周波数発生回路の代表的手段を幾つか示せば、次の通りである。
【００２０】
　（１）．本発明に係る周波数発生回路は、入力信号を増幅する増幅器と、温度変動に対
して所定の温度特性を持つ信号を出力する温度安定回路と、前記増幅器の出力信号を前記
増幅器の入力に帰還するバッファ回路と、前記温度安定回路の出力信号を入力とし、前記
バッファ回路の入力から出力までの信号の遅延時間を制御する制御信号を出力する遅延時
間制御回路とを具備してなり、前記バッファ回路は遅延時間制御端子を有し、前記遅延時
間制御端子に入力された前記制御信号により前記バッファ回路の遅延時間を制御して発振
周波数に所要の温度特性を持たせることを特徴とするものである。
【００２１】
　（２）．上記（１）の周波数発生回路において、前記温度安定回路を、温度に対して一
定の温度特性を持つ電圧を出力する基準電圧源回路とし、前記遅延時間制御回路を、前記
基準電圧源回路の出力電圧の温度特性を所要の温度特性に変換し、前記制御信号として出
力する温度特性変換回路とすれば好適である。
【００２２】
　（３）．上記（２）に記載の周波数発生回路において、前記バッファ回路を、第１のバ
イポーラトランジスタを用いたエミッタフォロワと回路と、前記エミッタフォロワ回路に
バイアス電流を供給する電流源とを含んで構成し、前記遅延時間制御端子を、前記エミッ
タフォロワ回路のバイアス電流源の電流制御端子として構成すればよい。このように構成
すると、エミッタフォロワ回路のバイアス電流を制御することにより遅延時間が制御でき
る。
【００２３】
　また、エミッタフォロワ回路及びバイアス電流源を、上記バイポーラトランジスタに代
えてＭＯＳトランジスタを用いたソースフォロワ回路としても良い。
【００２４】
　（４）．上記（３）に記載の周波数発生回路において、前記エミッタフォロワ回路の前
記バイアス電流源を、第２のバイポーラトランジスタと、前記第２のバイポーラトランジ
スタのエミッタに接続された抵抗とで構成し、前記第２のバイポーラトランジスタのベー
スを前記電流制御端子とすればよい。ソースフォロワ回路で前記バイアス電流源を構成す
る意場合には、第２のＭＯＳトランジスタと、前記第２のＭＯＳトランジスタのソースに
接続された抵抗とで構成し、前記第２のＭＯＳトランジスタのゲートを前記電流制御端子
とすればよい。
【００２５】
　（５）．前記いずれかに記載の周波数発生回路において、前記基準電圧発生回路と前記
温度特性変換回路を、バンドギャップリファレンス回路で構成すれば好適である。
【００２６】
　（６）．上記（２）に記載の周波数発生回路において、
　前記増幅器を、それぞれのコレクタがＬＣ共振負荷を介して第１の定電圧端子に接続さ
れ、エミッタ同士が共通に接続されると共に第１の定電流源を介して第２の定電圧端子に
接続される差動対の第１及び第２のトランジスタからなる差動増幅器とし、
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　前記ＬＣ共振負荷を、容量値の等しい第１及び第２の可変容量素子の一端が周波数制御
端子に接続され他端が前記差動対の第１及び第２のトランジスタのコレクタにそれぞれ接
続されると共にインダンクタンス値の等しい第１及び第２のインダクタを介して前記第１
の定電圧端子に接続された構成とし、
　前記バッファ回路を、前記差動対の第１のトランジスタのコレクタにベースが接続され
、コレクタが前記第１の定電圧端子に接続された第３のトランジスタと、コレクタが前記
第３のトランジスタのエミッタに接続され、ベースが前記温度特性変換回路の出力に接続
され、エミッタが第１の抵抗を介して前記第２の定電圧端子に接続される第４のトランジ
スタとを含んでなる第１のバッファ回路と、
　前記差動対の第２のトランジスタのコレクタにベースが接続され、コレクタが前記第１
の定電圧端子に接続された第５のトランジスタと、コレクタが前記第５のトランジスタの
エミッタに接続され、ベースが前記温度特性変換回路の出力に接続され、エミッタが第２
の抵抗を介して前記第２の定電圧端子に接続される第６のトランジスタとからなる第２の
バッファ回路とから構成し、
　周波数発振回路の第１の出力端子が前記第１バッファ回路の第６のトランジスタのコレ
クタに接続され、周波数発振回路の第２の出力端子が前記第４のトランジスタのコレクタ
に接続されて成る構成とすれば好適である。なお、増幅器、第１及び第２のバッファ回路
を、それぞれ上記バイポーラトランジスタに代えてＭＯＳトランジスタで構成しても良い
ことは勿論である。
【発明の効果】
【００２７】
　本発明に係る周波数発生回路は、帰還用のバッファ回路を構成するエミッタフォロワの
遅延時間をバイアス電流により温度に応じて制御することにより、温度に対して安定な発
振周波数を得ることができる。また、発振周波数に所要の温度特性を持たせることも可能
である。
【００２８】
　さらに、本発明に係る周波数発生回路を無線通信システムや光通信システムの周発生発
生回路に用いることにより、温度変動に対する発振周波数の変動を抑制できるため、広い
温度範囲で無線通信システムや光通信システムを動作させることができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２９】
　本発明に係る周波数発生回路の実施形態について、図２を用いて説明する。図２のブロ
ック図に示すように、本発明の周波数発生回路は、増幅器（ＡＭＰ）１と、増幅器１の出
力をその入力に帰還するバッファ回路（ＢＦＣ）２と、温度安定回路（ＴＳＣ）６と、遅
延時間制御回路（ＤＣＯＮＴ）７とから構成され、バッファ回路２の出力端子ＯＵＴから
温度に対して安定な発振周波数を出力する。
【００３０】
　バッファ回路２には、バッファ回路の入力から出力までの電圧信号の遅延時間を制御す
るための、遅延時間制御端子１０３が備えられている。
【００３１】
　温度安定回路６は、温度に対してある決まった特性を持つ、電圧、電流、周波数、また
はパルス幅を持つ信号を出力する。例えば、温度に対してある決まった特性を持つ電圧信
号としては、バンドギャップ・リファレンス回路の出力電圧を利用できる。周波数を持つ
信号としては、水晶振動子を用いた水晶発信器が出力する周波数を利用でき、またパルス
幅を持つ信号としては、水晶発信器の出力信号を逓倍もしくは分周した信号のパルス幅を
利用できる。
【００３２】
　遅延時間制御回路７は、温度安定回路６の、温度に対して安定な上記特性出力を参照し
て、温度に応じてバッファ回路２の遅延時間を制御する電圧、電流、周波数、またはパル
ス幅を持つ信号を、遅延時間制御端子１０３に出力する回路である。
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【００３３】
　この構成により、バッファ回路の遅延時間を温度によらず一定にし、温度に対して高安
定な発振周波数を出力する周波数発生器を実現できる。あるいは、遅延時間に所要の温度
特性を持たせたい場合には、所要の温度特性を持つ発振周波数を出力する周波数発生回路
を提供することができる。
【実施例１】
【００３４】
　図３は、本発明の周波数発生回路の第１の実施例を示すブロック図である。本実施例の
周波数発生回路は、増幅器１と、この増幅器１の出力をその入力に帰還するバッファ回路
（ＢＦＣ）２と、基準電圧源回路（ＲＥＦＶ）４と、温度特性変換回路（ＴＣＣ）５とか
ら構成される。本実施例は、前述した図２の温度安定回路６を、温度に対して安定な、あ
る決まった特性を持つ電圧を出力する基準電圧源回路４に置き換え、遅延時間制御回路（
ＤＣＯＮＴ）７を、基準電圧源回路４の出力電圧が持つ温度特性を所要の温度特性に変換
する温度特性変換回路５に置き換えたものである。なお、以下の説明において同じ参照符
号は、同一または同様の構成部分を示す。
【００３５】
　ここで図４に、図３における帰還用のバッファ回路２の一構成例を示した周波数発生回
路のブロック図を示す。ここでは、バッファ回路２はトランジスタＱ１と電流源Ｉ１から
なるエミッタフォロワ回路２０で構成される。また、バッファ回路２は、バイアス電流を
供給する電流源Ｉ１を制御してエミッタフォロワ回路２０の遅延時間を制御するための遅
延時間制御端子１０３を備えている。
【００３６】
　温度特性変換回路５は、基準電圧源回路４の出力を、エミッタフォロワの遅延時間が一
定もしくは所定の温度特性を持つために必要な電圧に変換し、遅延時間制御端子１０３に
入力される。なお、Ｖ１は高電位側電源電圧、Ｖ２は低電位側電源電圧である。
【００３７】
　この構成により、出力端子ＯＵＴからは温度に対して高安定な発振周波数、もしくは所
要の温度特性を持つ発振周波数を出力する周波数発生回路を得ることができる。
【００３８】
　なお、図４における遅延時間制御端子１０３を備えた電流源Ｉ１としては、例えば図５
に示すように、バイポーラトトランジスタＱ２と抵抗Ｒ１で構成することができる。この
場合、トランジスタＱ２のベース端子が遅延時間制御端子１０３となり、トランジスタＱ
２のベース電位によりバイアス電流Ｉ１を制御してエミッタフォロワ回路２０の遅延時間
を制御する。
【００３９】
　本実施例は、図２および図３の構成と比較し、バッファ回路２をエミッタフォロワで構
成し、そのバイアス電流を制御するため、制御が容易であり、基準電圧源回路を用いるた
め、設計が容易である。また、図５のように電流源回路をバイポーラトランジスタと抵抗
から構成し場合には、図４の構成と比較し、電流源回路Ｉ１のトランジスタＱ２のコレク
タから見たインピーダンスが大きく電流源として優れており、より一層バイアス電流の制
御が容易である。
【実施例２】
【００４０】
　図６は、本発明の周波数発生回路の第２の実施例を示す回路ブロック図である。本実施
例の周波数発生回路は、ＬＣ共振回路１０を負荷とする差動増幅器１と、差動増幅器１の
各出力をそれぞれの入力に帰還するエミッタフォロワで構成されるバッファ回路２１，２
２と、基準電圧源回路４と、温度特性変換回路５から構成される。
【００４１】
　共振回路１０は、インダクタＬ１，Ｌ２と可変容量ダイオード等の可変容量素子Ｃ１，
Ｃ２が並列接続された回路である。差動増幅器１は、バイポーラトランジスタの差動対Ｑ
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１１、Ｑ１２と、定電流源Ｉ１から構成される。
【００４２】
　可変容量素子Ｃ１，Ｃ２の周波数制御端子ＶＣＯＮＴには周波数制御電圧が印加され、
これによって発振周波数が制御される。差動増幅器１は、バイポーラトランジスタの差動
対Ｑ１１，Ｑ１２のベースから入力される信号を、共振周波数をもつＬＣ負荷によって増
幅し、差動対Ｑ１１，Ｑ１２のコレクタから出力する。帰還用のバッファ回路２１，２２
はエミッタフォロワで構成され、差動増幅器１のトランジスタＱ１１，Ｑ１２のコレクタ
出力を入力とし、それぞれバイポーラトランジスタＱ３，Ｑ５のベースに入力する。トラ
ンジスタＱ３のエミッタ出力を出力端子ＯＵＴ２に，Ｑ５のエミッタ出力を出力端子ＯＵ
Ｔ１に出力し、それぞれ差動増幅器１を構成するトランジスタＱ１２，Ｑ１１のベースへ
入力する。エミッタフォロワ回路２１，２２のバイアス電流ＩＥＦは、トランジスタＱ４
，Ｑ６のベース電位と抵抗Ｒ１，Ｒ２によって決まる。基準電圧源回路４の出力は、温度
特性変換回路５に入力される。温度特性変換回路５の出力は、トランジスタＱ４，Ｑ６の
ベースに入力され、エミッタフォロワで構成されるバッファ回路２１，２２のバイアス電
流ＩＥＦを制御する。
【００４３】
　次に、以上のように構成された図６の回路の動作を説明する。
  発振周波数ｆＯＳＣは前述した式（２）で与えられる。図７に、エミッタフォロワの遅
延時間ｔpdを縦軸に、横軸にバイアス電流ＩＥＦをとり、温度をパラメータにして温度Ｔ
１，Ｔ２，Ｔ３の時の遅延時間ｔpdのバイアス電流特性の例を模式的に示す。ここで、温
度Ｔ１～Ｔ３は、Ｔ１＜Ｔ２＜Ｔ３とする。エミッタフォロワのバイアス電流ＩＥＦが温
度に対して一定の場合には、エミッタフォロワの遅延時間ｔpdは、式（４）に従い温度の
変動に伴い変化する。したがって発振周波数ｆＯＳＣは温度の変動に伴い変化する。しか
し、バイアス電流ＩＥＦを温度に応じて制御し、温度に比例するように制御することで、
遅延時間ｔpdを温度に対して一定にし、高安定な発振周波数を得ることができる。したが
ってバイアス電流ＩＥＦを次式（５）のように表せれば、上記の発振周波数ｆＯＳＣの温
度変動を小さくする効果を生むことができる。
【００４４】

【数５】

【００４５】
　式（５）の関係を実現するためには、エミッタフォロアのバイアス電流ＩＥＦを流すた
めのバイアス電圧ＶＥＦは、次式（６）を満足する必要がある。
【００４６】

【数６】

【００４７】
　ここで、電圧ＶＢＥ（Ｔ）はエミッタフォロアのバイアス電流を流すトランジスタＱ４
，Ｑ６の温度Ｔの時のベース・エミッタ間電圧、ＲＥＦ（Ｔ）は温度Ｔの時の抵抗Ｒ１，
Ｒ２の抵抗値、ＩＥＦ（Ｔ０）は温度Ｔ０の時のバイアス電流ＩＥＦ、Ｔ０は動作中心温
度である。
【００４８】
　式（６）に示すような関係を満足する温度特性を持つバイアス電圧ＶＥＦを、温度特性
変換回路５の出力１０２として、エミッタフォロワの電流源のトランジスタＱ４，Ｑ６の
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ベース端子すなわち遅延時間制御端子１０３に入力できれば、式（５）に示す温度特性を
持つバイアス電流ＩＥＦを実現できる。その結果、式（４）に示す遅延時間ｔpdを温度変
動に対し一定にでき、発振周波数ｆＯＳＣを温度変動に対して安定化することができる。
【００４９】
　すなわち、エミッタフォロワの遅延時間ｔpdはエミッタフォロワを構成するトランジス
タのトランスコンダクタンスに逆比例し、このトランスコンダクタンスは温度に逆比例す
る一方、バイアス電流に比例する。したがって、温度特性変換回路の出力を遅延制御端子
１０３に入力し、バッファ回路のバイアス電流を温度に比例して変化するように制御すれ
ば、温度変化に対して安定な発振周波数を得ることができる。
【００５０】
　図６の構成は、図２から図５の構成と比較して、増幅器を、ＬＣ共振回路を負荷とする
差動増幅器としているため、位相雑音が良好であり、電源電圧に対する安定性も高い。
【００５１】
　次に、式（６）に示す温度特性を有するバイアス電圧ＶＥＦ（Ｔ）を得る温度特性変換
回路５の構成について説明する。
【００５２】
　まず、公知のバンドギャップ・リファレンス回路により、バイアス電圧ＶＥＦを出力す
ることができる。しかしながら、式（６）の第２項を大きく設定する必要がある場合には
、電流密度が大きく異なる二つのバイポーラトランジスタが必要になるため、バイポーラ
トランジスタの並列数を増大させる必要がある。このため、回路占有面積が増大する難点
がある。
【００５３】
　図８は、温度特性変換回路５の一構成例であり、基準電圧源回路（ＲＥＦＶ）４の出力
１０１の電圧とその温度特性を、所要の電圧と温度係数を持つバイアス電圧ＶＥＦに変換
する。ＮＰＮバイポーラトランジスタＱ１０１，Ｑ２０１、ＰＮＰバイポーラトランジス
タＱ３０１，Ｑ４０１、抵抗Ｒ１０１，Ｒ２０１，Ｒ３０１により構成される。ＮＰＮト
ランジスタＱ１０１のコレクタ電流Ｉ１０１は、Ｑ１０１のエミッタ電圧と抵抗Ｒ１０１
で決定する。そのため、コレクタ電流Ｉ１０１の温度特性を０Ａ／℃とするためには、Ｎ
ＰＮトランジスタＱ１０１のエミッタ電圧の温度特性が０Ｖ／℃となる必要がある。
【００５４】
　ＮＰＮトランジスタＱ１０１のエミッタ電圧は、トランジスタＱ１０１のベース電圧か
らトランジスタＱ１０１のベース・エミッタ間電圧ＶＢＥを差し引いた電圧である。ベー
ス・エミッタ間電圧ＶＢＥは、－２ｍＶ／℃の温度特性を持つため、ＮＰＮトランジスタ
Ｑ１０１のベース電圧は－２ｍＶ／℃の温度特性を持つ必要がある。このとき、トランジ
スタＱ１０１のベースには－２ｍＶ／℃の温度特性を持つ基準電圧源回路４の出力が接続
される。
【００５５】
　コレクタ電流Ｉ１０１の温度特性が０Ａ／℃であるため、ＰＮＰトランジスタＱ３０１
とＱ４０１で構成されるカレントミラーにより、ＰＮＰトランジスタＱ４０１を流れる電
流Ｉ２０１の温度特性も０Ａ／℃である。抵抗Ｒ２０１により電位を上昇させ、ＮＰＮト
ランジスタＱ２０１のベースに入力し、エミッタを出力端子１０２に接続することにより
、出力端子１０２の電圧は、温度特性０Ｖ／℃の電圧から－２ｍＶ／℃の温度特性を持つ
ＮＰＮトランジスタＱ２０１のベース・エミッタ間電圧ＶＢＥが差し引かれる。
【００５６】
　したがって、＋２ｍＶ／℃の温度特性を持つ電位が得られる。また抵抗Ｒ２０１の一端
１０４の電位を選択すれば、０Ｖ／℃の温度特性を持つ電位が得られる。温度特性は、Ｎ
ＰＮトランジスタＱ１０１及びＱ２０１の電流密度を適宜調整することにより、微調整す
ることが可能である。
【００５７】
　図８の構成は、利得が（Ｒ２０１×Ｉ２０１）／（Ｒ１０１×Ｉ１０１）の増幅回路で
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あるため、基準電圧源回路４の出力１０１の雑音を増幅する難点があるが、回路構成が簡
易であるため、容易に安定な温度特性変換回路５を実現できる。また、バイポーラトラン
ジスタでは、ベース電流値が一定であればコレクタ電流値も一定となるコレクタ・エミッ
タ間電圧ＶＣＥに対する依存性が小さい領域があるので、図８の回路はこの領域を用いる
ことにより電源電圧Ｖ１またはＶ２の変動に対しても安定な回路となる。
【実施例３】
【００５８】
　図９は本発明に係る周波数発生回路の第３の実施例を示す図であり、図６に示した差動
増幅器構成の周波数発生回路に用いる温度特性変換回路５の他の構成例である。図８の温
度特性変換回路の雑音特性を改善し、かつ広い範囲の温度特性が得られる回路である。
【００５９】
　本実施例の温度特性変換回路は、基準電圧源回路の出力１０１を入力とし、ＮＰＮバイ
ポーラトランジスタＱ１０と抵抗Ｒ９１，Ｒ９２から構成され、トランジスタＱ１０のコ
レクタから出力を取り出すコレクタ出力段５１と、コレクタ出力段５１の出力を入力とす
るエミッタ出力段５２と、エミッタ出力段５２の出力を入力とするＮＰＮバイポーラトラ
ンジスタＱ３０と抵抗Ｒ９３，Ｒ９４から構成され、トランジスタＱ３０のコレクタから
出力を取り出すコレクタ出力段５３と、コレクタ出力段５３の出力を入力とし出力端子１
０２に出力するエミッタ出力段５４とから構成される。
【００６０】
　エミッタ出力段５２は、ＮＰＮトランジスタＱ２１と電流源Ｉ１とで構成され、ベース
を入力としエミッタを出力とするＮＰＮトランジスタＱ２１を１段として、同様にベース
を入力としエミッタを出力とするＮＰＮトランジスタＱ２１からＱ２ＮまでのＮ個を直列
に接続したＮ段のエミッタ出力回路から構成される。同様にエミッタ出力段５４も、ＮＰ
ＮトランジスタＱ４１と電流源Ｉ２とで構成され、ベースを入力としエミッタを出力とす
るＮＰＮトランジスタＱ４１を１段としてＮＰＮトランジスタＱ４１からＱ４ＭまでのＭ
個を直列に接続したＭ段のエミッタ出力回路から構成される。
【００６１】
　次に、このように構成される図９の温度特性変換回路の動作を説明する。
  コレクタ出力段５１の出力の温度特性は、入力端子１０１の電圧の持つ温度特性に、Ｎ
ＰＮトランジスタＱ１０により＋２ｍＶ／℃の温度特性が加えられ、コレクタから出力す
ることにより絶対値は、抵抗Ｒ９２／Ｒ９１倍され、符号は反転される。コレクタ出力段
５３の出力の温度特性も同様に、トランジスタＱ３０のベース電圧の持つ温度特性に、ト
ランジスタＱ３０により＋２ｍＶ／℃の温度特性が加えられ、コレクタから出力すること
により絶対値は、Ｒ９４／Ｒ９３倍され、符号は反転される。
【００６２】
　エミッタ出力段５２の出力の温度特性は、ＮＰＮトランジスタＱ２１のベース電圧が持
つ温度特性に、トランジスタＱ２１からＱ２Ｎにより＋２ｍＶ／℃×Ｎの温度特性が加え
られ、エミッタ出力段５４も同様にトランジスタＱ４１のベース電圧が持つ温度特性に、
Ｑ４１からＱ４Ｍにより＋２ｍＶ／℃×Ｍの温度特性が加えられる。コレクタ出力段は温
度特性の符号が反転することから、抵抗値が、Ｒ９１＝Ｒ９２、Ｒ９３＝Ｒ９４であれば
、図９の温度特性変換回路の出力端子１０２の電圧が持つ温度特性は、入力電圧が持つ温
度特性に、トランジスタＱ１０とトランジスタＱ４１からＱ４Ｍにより、＋２ｍＶ／℃×
（Ｍ＋１）の温度特性が加えられ、トランジスタＱ２１からＱ２ＮとトランジスタＱ３０
により、＋２ｍＶ／℃×（Ｎ＋１）の温度特性が差し引かれた値となる。
【００６３】
　したがって、エミッタ出力段５２と５４におけるエミッタ出力回路の段数ＮとＭを異な
るように設定すれば、所要の温度特性を持つ電圧に変換することができる。
【００６４】
　また、上記ではトランジスタのベース・エミッタ間電圧ＶＢＥが持つ温度特性を－２ｍ
Ｖ／℃と一定であるとしているが、実際にはコレクタ電流密度Ｊｃで制御することができ
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るため、トランジスタＱ１０およびトランジスタＱ４１からＱ４Ｍと、トランジスタＱ２
１からＱ２ＮおよびトランジスタＱ３０でコレクタ電流密度を異なるように設定、すなわ
ち、エミッタ出力段５２と５４で、トランジスタのサイズは同じまま電流源Ｉ１，Ｉ２の
電流値を変える設定、或るいは電流源Ｉ１，Ｉ２の電流値は同じでエミッタのサイズを変
える設定、或るいは電流源Ｉ１，Ｉ２の電流値とトランジスタサイズの両方を変える設定
のいずれでもコレクタ電流密度を変えることができる。エミッタ出力段５２と５４で、電
流密度を異なるように設定すれば、それらの設定によりさらに幅広い温度特性を持つ電圧
に変換することができる。
【００６５】
　なお、図９の構成では２つのコレクタ出力段５１，５３と、２つのエミッタ出力段５２
，５４の場合で説明したが、コレクタ出力段とエミッタ出力段が交互に２つ以上接続した
構成としても良いことは勿論である。
【実施例４】
【００６６】
　図１０は本発明に係る周波数発生回路の第４の実施例を示す図であり、図９の温度特性
変換回路５のさらに具体的な構成例を示している。本実施例の温度特性変換回路の構成は
、エミッタ出力段５２のＮＰＮトランジスタ個数Ｎが２、エミッタ出力段５４のＮＰＮト
ランジスタ個数Ｍが３の場合である。
【００６７】
　図１０ではトランジスタＱ１０と、Ｑ２１～Ｑ２２およびＱ３０と、Ｑ４１～Ｑ４３と
で電流密度が異なり、それぞれのベース・エミッタ間電圧をＶＢＥ１、ＶＢＥ２、ＶＢＥ

３とすると、出力端子１０２の電圧Ｖｏｕｔの持つ温度特性は、次式（７）となる。
【００６８】
【数７】

【００６９】
　ここで、抵抗Ｒ９３とＲ９４は等しく、抵抗Ｒ９１とＲ９２も等しいとした。したがっ
て、出力端子１０２の電圧と、入力端子１０１の電圧の温度特性の差Δ∂Ｖ／∂Ｔは、次
式（８）となる。
【００７０】
【数８】

【００７１】
　各トランジスタの電流密度Ｊｃを調整することにより、所要の温度特性を付加すること
ができる。例えば、トランジスタＱ２１～Ｑ２２およびＱ３０の電流密度Ｊｃをトランジ
スタＱ１０の１０倍、トランジスタＱ４１～Ｑ４３の電流密度ＪｃをトランジスタＱ１０
の０．１倍に設定すると、温度特性変換回路により付加される温度特性は、トランジスタ
Ｑ１０のベース・エミッタ間電圧ＶＢＥの温度特性を－２ｍＶ／℃とすると、３．４ｍＶ
／℃となる。ここで、抵抗Ｒ９２とＲ９１の比、Ｒ９２／Ｒ９１を１としたが、Ｒ９２／
Ｒ９１をできるだけ小さく設定し、温度特性変換回路５の利得を小さくすることにより、
基準電圧源回路４の雑音を低減できる。
【００７２】
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　また、熱雑音を低減させるために、抵抗Ｒ９１～Ｒ９４の抵抗をできる限り小さくする
必要もある。トランジスタＱ１０、Ｑ３０のコレクタとエミッタに同じサイズのダイオー
ドを挿入することで、抵抗Ｒ９１からＲ９４のそれぞれの両端にかかる電圧を低減できる
ため、同じまたはそれ以下の消費電流で抵抗値を低減可能である。例えば、抵抗Ｒ９４の
両端に１．２Ｖの電圧がかかり、ＩＲ９４の電流が流れていた場合に、アノード・カソー
ド間の電圧が０．８Ｖのダイオードを挿入すると、抵抗Ｒ９４の両端にかかる電圧は３分
の１の０．４Ｖに低減でき、ＩＲ９４の電流を流すには抵抗値は３分の１に低減できる。
【００７３】
　図１０の回路は、トランジスタＱ３０で構成されるコレクタ出力段により電源電圧Ｖ１
またはＶ２の変動による出力電圧の変動を補償するものであるが、電源電圧が０．５Ｖ以
上の大きな変動をする場合、トランジスタＱ３０のエミッタ電圧が大きく変動する。その
ため、トランジスタＱ３０のエミッタ電圧と抵抗Ｒ９３の抵抗値で決定されるエミッタ電
流およびコレクタ電流が変動する。その結果、トランジスタＱ３０のベース・エミッタ間
電圧が変動し、出力電圧が変動する。すなわち、図１０の回路は、電源電圧が０．５Ｖ以
上の大きな変動をする場合には、電源電圧変動により変動する難点がある。
【００７４】
　図２０は、この難点を解消する回路構成例である。図２０の回路構成は、エミッタ出力
段５２のＮＰＮトランジスタ個数Ｎが３、エミッタ出力段５４のＮＰＮトランジスタ個数
Ｍが３の場合である。トランジスタＱ３０のコレクタに、エミッタサイズがトランジスタ
Ｑ３０と同じダイオードＤ１を追加し、ダイオードＤ１のカソードを次段のエミッタ出力
段のトランジスタＱ４１のベースに接続する。このように、図２０に示す構成とすること
で、電源電圧の変動によるトランジスタＱ３０のベ―ス・エミッタ間電圧の変動を、ダイ
オードＤ１のアノード・カソード間電圧の変動により相殺することができる。したがって
、電源電圧に対して、より安定な出力電圧を得ることができる。
【実施例５】
【００７５】
　図１１は、本発明の周波数発生回路の第５の実施例を示すブロック図である。本実施例
の周波数発生回路は、増幅器１ａと、この増幅器１ａの出力をその入力に帰還するソース
フォロワ２０ａで構成されるバッファ回路２ａと、基準電圧源回路４ａと、温度特性変換
回路５ａとから構成される。
【００７６】
　ソースフォロワ２ａは、バイアス電流を供給する電流源ＩＭを制御してソースフォロワ
２０ａの遅延時間を制御する遅延時間制御端子１０３ａを備えている。基準電圧源回路４
ａは、温度に対してある決まった安定な特性を持つ電圧を出力し、温度特性変換回路５ａ
に接続される。温度特性変換回路５ａは、基準電圧源回路４ａの出力１０１ａを、ソース
フォロワ２０ａの遅延時間が一定もしくは所定の温度特性を持つために必要な温度特性を
持つ電圧出力１０２ａに変換し、遅延時間制御端子１０３ａに入力される。
【００７７】
　この構成により、温度に対して高安定な発振周波数、もしくは所定の温度特性を持つ発
振周波数を出力する周波数発生回路を得ることができる。
【００７８】
　本実施例は、これまでの実施例と比較し、バッファ回路をソースフォロワで構成し、そ
のバイアス電流を制御するため、制御が容易である。また、ＭＯＳトランジスタを用いる
ことにより電源電圧を小さくすることが可能である。
【００７９】
　図１２は、図１１のバイアス電流を供給する電流源ＩＭを、一例として具体的な回路構
成例で示した図である。ソースフォロワ２０ａの電流源ＩＭは、ＮＭＯＳトランジスタＭ
２から構成され、ＭＯＳトランジスタＭ２のゲート電位によりバイアス電流を制御する。
図１１と比較して、電流源ＩＭをＭＯＳトランジスタＭ２で構成したことにより、電流源
ＩＭのＭＯＳトランジスタＭ２のドレインから見たインピーダンスは大きく、電流源とし
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て優れており、またバイアス電流の制御が容易である。
【実施例６】
【００８０】
　図１３は、本発明の周波数発生回路の第６の実施例を示すブロック図である。本実施例
の周波数発生回路は、図６と同様に、ＬＣ共振回路１０ａを負荷とする差動増幅器１ａと
、差動増幅器の出力をその入力に帰還するバッファ回路２１ａ，２２ａと、基準電圧源回
路４ａと温度特性変換回路５ａとから構成されるが、差動増幅器１ａおよびバッファ回路
２１ａ，２２ａがＮＭＯＳトランジスタで構成されている。
【００８１】
　共振回路１０ａは、インダクタＬ１及びＬ２と可変容量素子Ｃ１及びＣ２が並列接続さ
れた回路である。差動増幅器１ａは共振回路１０ａを負荷とし、ＮＭＯＳトランジスタの
差動対Ｍ１，Ｍ２、定電流源Ｉ１から構成される。可変容量素子Ｃ１及びＣ２の制御端子
ＶＣＯＮＴによって発振周波数が制御される。増幅器１ａは、ＮＭＯＳトランジスタの差
動対Ｍ１，Ｍ２のゲートから入力される信号を、共振周波数をもつ負荷によって増幅し、
ＮＭＯＳトランジスタＭ１，Ｍ２のドレインから出力する。
【００８２】
　帰還用のバッファ回路２１ａ，２２ａはソースフォロワで構成され、増幅器１ａのＮＭ
ＯＳトランジスタＭ１，Ｍ２のドレイン出力を入力とし、それぞれＭ３，Ｍ５のゲートに
入力される。ＮＭＯＳトランジスタＭ３，Ｍ５のソース出力は、それぞれ出力端子ＯＵＴ
２，ＯＵＴ１に接続されると共に、それぞれ増幅器のＭ２、Ｍ１へ入力される。ソースフ
ォロワからなるバッファ回路２１ａ，２２ａのバイアス電流ＩＳＦは、ＮＭＯＳトランジ
スタＭ４，Ｍ６のゲート電位とゲート幅のサイズによって決まる。
【００８３】
　基準電圧源回路４ａの出力は、温度特性変換回路５ａに入力される。温度特性変換回路
５ａの出力は、ＮＭＯＳトランジスタＭ４，Ｍ６のゲートが接続された遅延時間制御端子
１０３ａに入力され、帰還用のバッファ回路２１ａ，２２ａのバイアス電流ＩＳＦを制御
する。
【００８４】
　本実施例は、図１１，図１２の実施例と比較し、増幅器をＬＣ共振回路を負荷とする差
動増幅器としているため、位相雑音が良好であり、電源電圧に対する安定性も高い。
【００８５】
　また、図６の実施例であるバイポーラトランジスタを用いた周波数発生回路に比べ、Ｍ
ＯＳトランジスタを用いたことにより、例えば図６の周波数発生回路の動作に必要な電源
電圧が３Ｖであったのに対し、ＭＯＳトランジスタのしきい値電圧Ｖｔｈが、０．４Ｖの
場合には、電源電圧を約２Ｖまで低減することができる。
【００８６】
　図１４は、本実施例の温度特性変換回路５ａの具体的な一構成例を示す回路図である。
温度特性変換回路５ａは、ＮＭＯＳトランジスタＮＭ１，ＮＭ３，ＰＭＯＳトランジスタ
ＰＭ２，ＰＭ４と、電流源ＩＭ１，ＩＭ２，ＩＭ３，ＩＭ４から構成される。
【００８７】
　温度特性変換回路５ａは、ＮＭＯＳトランジスタのゲート・ソース間電圧が持つ温度特
性と、ＰＭＯＳトランジスタのゲート・ソース間電圧が持つ温度特性が異なることを用い
て、両者の温度特性の差を、入力端子１０１ａに入力される入力電圧が持つ温度特性に加
えて出力端子１０２ａから出力する。
【００８８】
　バイポーラトランジスタのコレクタ電流ＩＣとベース・エミッタ間電圧ＶＢＥの関係は
、図２１に示すようになる。例えば、点線で示したコレクタ電流がＩＣ１一定とする場合
のベース・エミッタ間電圧ＶＢＥは、温度ＴがＴ１，Ｔ２，Ｔ３と高くなるにつれて、Ｖ
ＢＥ１、ＶＢＥ２、ＶＢＥ３と小さくなるが、温度特性の符号が反転することはない。こ
のような、バイポーラトランジスタの温度特性については、例えば非特許文献１に開示さ
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れている。
【００８９】
　これに対して、ＮＭＯＳトランジスタのドレイン電流ＩＤＳとゲート・ソース間電圧Ｖ
ＧＳの関係は、図２２に示すようにＡ点で温度特性の符号が反転する。例えば、Ａ点より
小さいドレイン電流ＩＤＳ１では、温度ＴがＴ１（点線）、Ｔ２（破線）、Ｔ３（実線）
と温度上昇するにつれて、ゲート・ソース間電圧ＶＧＳは、ＶＧＳ１，ＶＧＳ２，ＶＧＳ
３と大きくなるが、Ａ点より大きいドレイン電流ＩＤＳ２では、温度上昇につれてＶＧＳ
１，ＶＧＳ２，ＶＧＳ３と小さくなっている。すなわち、温度特性の符号が反転している
。
【００９０】
　このような、ＭＯＳトランジスタの温度特性については、例えば非特許文献２に開示さ
れている。なお、ＰＭＯＳトランジスタの温度特性は、図２２においてゲートソース間電
圧ＶＧＳを「－ＶＧＳ」、ドレイン電流ＩＤＳを「－ＩＤＳ」と読み替えれば、ＰＭＯＳ
トランジスタの特性が得られ、ＰＭＯＳトランジスタについてもＮＭＯＳトランジスタと
同様に、ゲートソース間電圧の温度特性は符号の反転が起こる。
【００９１】
　ＭＯＳトランジスタで温度特性変換回路５ａを構成する場合、温度依存性がゼロとなる
Ａ点を境にしてゲートソース間電圧ＶＧＳをＡ点より高い電圧側か低い電圧側のどちらか
で動作させる必要があるが、Ａ点よりゲートソース間電圧ＶＧＳが低い領域はＭＯＳトラ
ンジスタのＶＧＳがしきい値電圧Ｖｔｈより低い領域であり、ＭＯＳトランジスタが充分
なオン状態となっていない領域である。一方、ゲートソース間電圧ＶＧＳがＡ点より高い
領域はしきい値電圧Ｖｔｈを超えて半導体表面のチャネル領域が充分反転してＭＯＳトラ
ンジスタがオン状態となっている領域である。
【００９２】
　本実施例で用いる温度特性変換回路５ａは、カレントミラー構成の電流源により常にＭ
ＯＳトランジスタのＶＧＳがしきい値電圧を超えてオン状態となっている領域で用いるの
で、回路動作中にＭＯＳトランジスタの温度特性の符号が反転することはなく、温度が上
昇すると共にＶＧＳが減少する温度特性を用いるものである。
【００９３】
　したがって、図１４に示すＭＯＳトランジスタ構成の温度特性変換回路５ａは、使用す
るゲート・ソース間電圧ＶＧＳに応じて、ＭＯＳトランジスタＮＭ１，ＰＭ２，ＮＭ３，
ＰＭ４のサイズとバイアス電流ＩＭ１，ＩＭ２，ＩＭ３，ＩＭ４を最適化することにより
、所要の温度特性を持つ出力電圧を出力することができる。
【００９４】
　図２３は、図１４に示した温度特性変換回路５ａの出力端子１０２ａから出力される出
力電圧を、電源電圧Ｖ１またはＶ２の変動に対して安定にするための構成例である。
  なお図２３の温度特性変換回路５ａでは、図１４において記号で示していた電流源ＩＭ
１，ＩＭ３は、ダイオード接続されたＮＭＯＳトランジスタＮＭ８のゲートに共通に各ゲ
ートが通接続されたカレントミラー構成のＮＭＯＳトランジスタＮＭ１０，ＮＭ１１を用
いた具体的な回路構成で示し、電流源ＩＭ２，ＩＭ４は、ダイオード接続されたＰＭＯＳ
トランジスタＰＭ５のゲートに共通にゲートが接続されたカレントミラー構成のＰＭＯＳ
トランジスタＰＭ６，ＰＭ７を用いた具体的な回路構成で示す。
【００９５】
　図２３は、図１４に示した温度特性変換回路５ａに、演算増幅器７０と抵抗Ｒ７１，Ｒ
７２からなる安定化電源ＰＷＳと、この安定化電源の出力電圧Ｖ３と抵抗Ｒ７３で決まる
安定した電流をＮＭＯＳトランジスタＮＭ８に供給する回路構成である。
【００９６】
　演算増幅器７０の非反転入力端子には、バンドギャップリファレンス回路の出力電圧Ｖ
ＢＧＲが入力され、演算増幅器７０はこの出力電圧Ｖ３を抵抗Ｒ７１とＲ７２による分圧
された電圧が反転入力端子に入力される。出力電圧Ｖ３は、Ｖ３＝ＶＢＧＲ×（Ｒ７１＋
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Ｒ７２）／Ｒ７２で表わされる。抵抗Ｒ７１とＲ７２の値を等しくすれば、２ＶＢＧＲの
安定した電圧が得られる。安定化電源回路ＰＷＳの出力Ｖ３は抵抗Ｒ７３を介してＮＭＯ
ＳトランジスタＮＭ８に供給される。抵抗Ｒ７３は電流源ＩＭ５の電流値を調整する抵抗
であり、ＮＭＯＳトランジスタＮＭ８のゲートに、ゲートが接続されたＮＭＯＳトランジ
スタＮＭ９のドレインは、抵抗Ｒ７４を介してダイオード接続のＰＭＯＳトランジスタＰ
Ｍ５のドレインに接続される。ここで抵抗Ｒ７４は、ＮＭＯＳトランジスタＮＭ８とＮＭ
９のドレイン電圧を等しくするための抵抗である。
【００９７】
　このような安定化電源ＰＷＳを用いる構成により、電源電圧Ｖ１またはＶ２の変動に対
しても安定な基準の電流源ＩＭ５が得られ、この基準の電流源ＩＭ５を用いてカレントミ
ラーにより温度特性変換回路５ａ内の電流源回路を構成する。そのため、温度特性変換回
路５ａの出力端子１０２ａから出力される出力電圧は、電源電圧Ｖ１又はＶ２の変動に対
して安定である。なお、ここで各ＭＯＳトランジスタは飽和領域で動作している。これに
より、例えば図２３の温度特性変換回路５ａにおいて、出力端子１０２ａから出力される
電圧に、温度と共に上昇する温度特性をもたせれば、この出力電圧が図１３のソースフォ
ロアのバイアス電流ＩＳＦを制御するＭＯＳトランジスタＮＭ４，Ｍ６のゲートに印加さ
れることにより、電源電圧Ｖ１またはＶ２の変動に対しても安定で、ソースフォロアの遅
延時間ｔｐｄを温度に対して一定に制御することができる。また、前記安定化電源電圧の
非反転端子に入力される電圧ＶＢＧＲは、基準電圧源回路４がバンドギャップリファレン
ス回路で構成される場合には基準回路４の出力電圧を兼用して用いても良い。
【実施例７】
【００９８】
　図１５は本発明の第７の実施例であり、本発明の周波数発生回路を用いた光通信システ
ムの一例を示すブロック図である。光通信システムの送信機側は、マルチプレクサ（ＭＵ
Ｘ）２０２、ドライバ２０７（ＤＲＶ）、レーザ発振器（ＬＡＯＳＣ）２０８、光変調器
（ＬＭＯＤ）２０９等から構成され、受信機側はフォトディテクタ（ＰＤ）２１１、増幅
器（ＡＭＰ）２１２、デマルチプレクサ（ＤＥＭＵＸ）２１５等から構成され、送信機側
と受信機側とは光ファイバ（ＬＦＢ）２１０を介して接続される。
【００９９】
　送信機側のマルチプレクサ２０２は、複数の入力端子２０１からの複数の低速入力デー
タ信号を高速信号へ多重するＭＵＸコア回路２０３とクロック制御回路（ＣＬＣＯＮＴ）
２０６と、ＭＵＸコア回路の基準信号を生成する周波数発生回路２０５とから構成され、
マルチプレクサ２０２の出力信号に応じてドライバ２０７が光変調器２０９を駆動する。
レーザ発振器２０８からの連続波を光変調器２０９が変調して光信号とし、光ファイバ２
１０を経て受信機側へと送信する。
【０１００】
　受信機側では、フォトディテクタ２１１で光電変換により電気信号に変えて、増幅器２
１２の出力をデマルチプレクサ２１５へ入力する。デマルチプレクサ２１５は、高速信号
を複数の低速信号へ分離するＤＥＭＵＸコア２１６、クロック制御回路２１４、そしてＤ
ＥＭＵＸコアの基準信号を生成する周波数発生器２１３で構成され、高速信号を複数の低
速信号へ分離して複数の出力端子２１７から出力データ信号を出力する。
【０１０１】
　このように構成される光通信システムの送信機側の周波数発生回路２０５と、受信機側
の周波数発生回路２１３に、実施例１～８で説明したいずれかの構成の本発明の周波数発
生回路を用いる。
【０１０２】
　本発明の周波数発生回路を用いることにより、温度変動に対する発振周波数の変動を抑
制できるため、広い温度範囲で光通信システムを動作させることができる。また、周波数
発生回路の周波数可変範囲で、対応する温度変動を低減できることから、プロセスばらつ
き等が原因の発振周波数変動に対して、使用できる周波数可変範囲が増大するため、光通
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信システムの歩留まりを向上することができる。
【０１０３】
　図１８は、図６の実施例の周波数発生回路を、４０Ｇｂｐｓ光通信システムに適用した
時の、４０ＧＨｚで動作する周波数発生回路における発振周波数の温度依存性の測定結果
である。横軸は温度Ｔ（℃）であり、縦軸は発振周波数の変動Δｆ（％）である。破線は
図１に示した従来構成の周波数発生回路の場合であり、実線は図６に示した本発明の周波
数発生回路の場合である。従来構成の場合には、２５℃から８５℃の温度範囲で発振周波
数は１．２％変動する。これに対して、本発明の構成の場合には同じ温度範囲で発振周波
数の変動は０．２％と非常に変動の少ない結果が得られた。
【実施例８】
【０１０４】
　図１６は本発明の第８の実施例であり、本発明の周波数発生回路を用いた無線通信シス
テムの一例を示すブロック図である。本実施例は、ヘテロダイン形式の無線受信機に本発
明を適用した場合を示している。
【０１０５】
　このヘテロダイン形式の無線受信機では、アンテナ（ＡＮＴ）３０１で受信した高周波
信号ｆＲＦは低雑音増幅回路（ＡＭＰ）３０２で増幅されてミキサ（ＭＩＸ）３０３の一
方の入力端子に入力される。局部発振器（ＬＯ）３０５の出力信号ｆＬＯは、ベースバン
ド回路部（ＢＢＬＫ）からの信号を受けて動作する周波数発生回路制御回路（Ｓｙｎｃ＿
ｃｏｎｔ）３０４によって制御され、ミキサ３０３の他方の端子に入力される。ミキサ３
０３の出力では、受信信号ｆＲＦの搬送波周波数が下げられ、帯域通過フィルタ（ＢＰＦ
）３０６により不要周波数成分が減衰された後、中間周波増幅回路（ＩＦ－ＡＭＰ）３０
７で増幅され、復調回路（ＤＥＭＯＤ）３０８にて信号が取り出され、不図示のベースバ
ンド回路部へ送られる。なお、ベースバンド回路部は、取り出された信号に対して所要の
演算処理を行う回路部分である。
【０１０６】
　このように構成されるヘテロダイン形式の無線通信システムの局部発振器３０５に、実
施例１～８で説明したいずれかの構成の本発明の周波数発生回路を用いる。これにより、
温度変動に対する発振周波数の変動を抑制できるため、広い温度範囲で無線通信システム
を動作させることができる。また、本発明の周波数発生回路を用いた局部発振器の周波数
可変範囲で、対応する温度変動を低減できることから、プロセスばらつき等が原因の発振
周波数変動に対して、使用できる周波数可変範囲が増大するため、ヘテロダイン形式の無
線通信システムの歩留まりを向上することができる。
【実施例９】
【０１０７】
　図１７は本発明の第９の実施例であり、本発明の周波数発生回路を用いた無線通信シス
テムの他の実施例を示すブロック図である。本実施例は、ダイレクトコンバーション形式
の無線受信機に本発明を適用した場合を示している。
【０１０８】
　このダイレクトコンバーション形式の無線受信機では、アンテナ３０１で受信した高周
波信号ｆＲＦを低雑音増幅回路３０２にて増幅し、二つのミキサ３０３，３０３の入力信
号とし、周波数発生回路制御回路３０４によって制御される局部発振回路（ＬＯ）３０５
の出力信号ｆＬＯ（ここでｆＬＯ＝ｆＲＦ）を二つに分岐し、９０°（すなわち、π／２
［ラジアン／秒］）の位相差をつけてそれぞれミキサの入力信号とする。増幅回路３０２
で増幅された信号を二つのミキサの出力において信号の搬送波周波数を下げ、帯域通過フ
ィルタ３０６により不要周波数成分を減衰させた後（ここで、ＩＦ周波数ｆＩＦ＝０）、
ＩＦ増幅回路３０７で増幅する。復調回路３０８は、二つのＩＦ増幅回路３０７，３０７
出力を用いて信号が取り出され、不図示のベースバンド回路部（ＢＢＬＫ）へ送られる。
【０１０９】
　このように構成されるダイレクトコンバーション形式の無線受信機の局部発振回路３０
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５に、実施例１～８で説明したいずれかの構成の本発明の周波数発生回路を用いる。これ
により、温度変動に対する発振周波数の変動を抑制できるため、広い温度範囲でダイレク
トコンバーション形式の無線通信システムを動作させることができる。また、本発明の周
波数発生回路を用いた局部発振回路の周波数可変範囲で、対応する温度変動を低減できる
ことから、プロセスばらつき等が原因の発振周波数変動に対して、使用できる周波数可変
範囲が増大するため、ダイレクトコンバーション形式の無線通信システムの歩留まりを向
上することができる。
【図面の簡単な説明】
【０１１０】
【図１】従来の周波数発生回路を示す回路図。
【図２】本発明の周波数発生回路の構成を示すブロック図。
【図３】本発明の周波数発生回路の第１の実施例を示すブロック図。
【図４】図３におけるバッファ回路の一構成例を示した周波数発生回路のブロック図。
【図５】図４におけるバッファ回路の電流源の一構成例を示した周波数発生回路のブロッ
ク図。
【図６】本発明の周波数発生回路の第２の実施例を示す回路ブロック図。
【図７】温度をパラメータにエミッタフォロワの遅延時間のバイアス電流依存性を示す図
。
【図８】図６の温度特性変換回路の一構成例を示す回路図。
【図９】本発明に係る周波数発生回路の第３の実施例を示すブロック図。
【図１０】本発明に係る周波数発生回路の第４の実施例を示すブロック図。
【図１１】本発明の周波数発生回路の第５の実施例を示すブロック図。
【図１２】図１１のバイアス電流を供給する電流源一構成例示すブロック図。
【図１３】本発明の周波数発生回路の第６の実施例を示すブロック図。
【図１４】図１４の温度特性変換回路の一構成例を示す回路図。
【図１５】本発明の周波数発生回路を用いた第７の実施例を示す光通信システムのブロッ
ク図。
【図１６】本発明の周波数発生回路を用いた第８の実施例を示す無線通信システムのブロ
ック図。
【図１７】本発明の周波数発生回路を用いた第９の実施例を示す無線通信システムのブロ
ック図。
【図１８】本発明の周波数発生回路の発振周波数の温度依存性を従来例と比較して示す特
性線図。
【図１９】図１の周波数発生回路に従来の電圧安定化回路を付加した構成例を示す回路図
。
【図２０】本発明に係る周波数発生回路の第４の実施例における変形例を示すブロック図
。
【図２１】バイポーラトランジスタのコレクタ電流とベース・エミッタ間電圧の温度依存
性を示す特性線図。
【図２２】ＭＯＳトランジスタのドレイン電流とゲート・ソース間電圧の温度依存性を示
す特性線図。
【図２３】図１４の温度特性変換回路を電源電圧変動に安定な回路にする構成を示す図。
【符号の説明】
【０１１１】
　１，１ａ…増幅器（ＡＭＰ）、２，２ａ…バッファ回路（ＢＦＣ）、４，４ａ…基準電
圧源回路（ＲＥＦＶ）、５，５ａ…温度特性変換回路（ＴＣＣ）、６…温度安定回路（Ｔ
ＳＣ）、７…遅延時間制御回路（ＤＣＯＮＴ）、３０…差動増幅器、２０…エミッタフォ
ロワ回路、２０ａ…ソースフォロワ、２１，２２…バッファ回路、１０，１０ａ…ＬＣ共
振器、５１，５３…コレクタ出力段、５２，５４…エミッタ出力段、７０…演算増幅器、
１０１，１０１ａ…基準電圧源回路の出力（温度特性変換回路の入力）、１０２，１０２
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ａ…温度特性変換回路の出力、１０３，１０３ａ…遅延時間制御端子、２０１…入力端子
、２０２…マルチプレクサ（ＭＵＸ）、２０３…ＭＵＸコア回路、２０５，２１３…周波
数発生回路、２０６…クロック制御回路（ＣＬＣＯＮＴ）、２０７…ドライバ（ＤＲＶ）
、２０８…レーザ発振器（ＬＡＯＳＣ）、２０９…光変調器（ＬＭＯＤ）、２１０…光フ
ァイバ（ＬＦＢ）、２１１…フォトディテクタ（ＰＤ）、２１２…増幅器、２１５…デマ
ルチプレクサ（ＤＥＭＵＸ）、２１７…出力端子、３０１…アンテナ（ＡＮＴ）、３０２
…低雑音増幅回路（ＬＮ－ＡＭＰ）、３０３…ミキサ（ＭＩＸ）、３０４…周波数発生回
路制御回路（Ｓｙｎｃ＿ｃｏｎｔ）、３０５…局部発振器（ＬＯ）、３０６…帯域通過フ
ィルタ（ＢＰＦ）、３０７…中間周波増幅回路（ＩＦ－ＡＭＰ）、Ｉ１，Ｉ２…電流源、
ＩＳＦ…バイアス電流、ＩＭ，ＩＭ１～ＩＭ４…電流源、ＩＥＦ…バイアス電流、ＶＥＦ

…バイアス電圧、Ｊｃ…コレクタ電流密度、ＤＥＭＯＤ…復調回路、ｆＲＦ…受信信号、
ｆＬＯ…局部発振器出力信号、ＢＢＬＫ…ベースバンド回路部、Ｖ１…高電位側電源電圧
、Ｖ２…低電位側電源電圧、Ｌ１，Ｌ２…インダクタ、Ｃ１，Ｃ２…可変容量素子、Ｄ１
…ダイオード、Ｑ１～Ｑ６，Ｑ１０，Ｑ１１，Ｑ１２，Ｑ３０，Ｑ５５，Ｑ６６…ＮＰＮ
トランジスタ、Ｑ４１～Ｑ４Ｍ…ＮＰＮトランジスタ、Ｑ２１～Ｑ２Ｎ…ＮＰＮトランジ
スタ、Ｑ１０１，Ｑ２０１…ＮＰＮバイポーラトランジスタ、Ｑ３０１，Ｑ４０１…ＰＮ
Ｐバイポーラトランジスタ、Ｒ７１，Ｒ７２，Ｒ７３，Ｒ９１～Ｒ９４…抵抗、Ｒ１０１
，Ｒ２０１，Ｒ３０１…抵抗、Ｍ１～Ｍ６，ＮＭ１～ＮＭ４…ＮＭＯＳトランジスタ、Ｎ
Ｍ８～ＮＭ１１…ＮＭＯＳトランジスタ、ＰＭ５～ＰＭ…７ＰＭＯＳトランジスタ、ＰＷ
Ｓ…安定化電源。
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【図１７】 【図１８】
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【図２１】 【図２２】
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